





























































輸送用機械，楽器，電気機械産業に代表される工業都市としての性格が強い。2005 年に 12 市町村が
合併して全国第 2 位の面積規模（約 1,588 km2）を持つ地方自治体となり，2007 年には静岡市に次い










2002 年から 2004 年の 2 年間で年間商品販売額は 11.2％増加した一方，店舗数は 4.2％，売場面積は
2.7％それぞれ減少している。また表 2 は，浜松市中心市街地活性化基本計画区域内に立地する 382
店舗の商業テナントに対して，2009 年に実施したアンケート調査の結果であり，小売，飲食両業種
の 8 割近くが，3 年前（2006 年）と比べて売上高・来店客ともに 10％以上減少したと回答している。
中心市街地における商業・サービス業の停滞は，大型店の動向にも如実に示されている。表 3 の通
り，1990 年時点の浜松市中心市街地には大型店が 7 店舗（百貨店 3，総合スーパー 2，専門店ビル 2）
あり，高い小売吸引力を維持していた。しかし 1991 年から 2007 年までの間に 5 店舗が相次いで閉鎖
表 1　浜松市中心市街地の小売店舗数・年間商品販売額等の推移
2002 年 2004 年
2004 年の対
2002 年増減率
店舗数 754 722 －4.2％
年間商品販売額（百万円） 9,711,694 10,510,896 8.2％
売場面積（m2） 92,777 90,290 －2.7％
出典）都心未来創造会議（2010）
表 2　2006 年と比較した 2009 年の販売実績の状況（浜松中心市街地のテナント 138 店舗に対する調査）
業種
小売 飲食 サービス 無回答 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
増加（10％以上） 3 5％ 0 0％ 1 2％ 1 33％ 5 4％
やや増加（5％以上） 3 5％ 0 0％ 4 8％ 0 0％ 7 5％
ほぼ横ばい（± 5％未満） 2 3％ 3 12％ 9 18％ 0 0％ 14 10％
やや減少（－5％以上） 2 3％ 1 4％ 8 16％ 0 0％ 11 8％
減少（－10％以上） 11 19％ 3 12％ 13 25％ 0 0％ 27 20％
かなり減少（－20％以上） 37 64％ 18 69％ 15 29％ 1 33％ 71 51％
無回答 0 0％ 1 4％ 1 2％ 1 33％ 3 2％







が 5 万 m2 を超える大型商業施設（ショッピングセンター）が相次いで進出した。「浜松プラザ」（2000
年11月開業，売場面積51,394 m2），「イオンモール浜松志都呂」（2004年8月，売場面積65,322 m2），「イ
















表 3　浜松市中心市街地の大型店推移（売場面積 10,000 m2 以上）
店舗名 小売業態 開業年 閉店年 跡地の現況
松菱 百貨店 1937 年 2001 年 空地
長崎屋・ニチイ 総合スーパー 1969 年 1992 年 オフィスビル
西武 百貨店 1971 年 1997 年 ザザシティ
丸井 ファッションビル 1971 年 1994 年 結婚式場
サゴー・モールプラザ 専門店ビル 1974 年 2012 年 駐車場
イトーヨーカドー 総合スーパー 1987 年 2007 年 JRA ほか
遠鉄 百貨店 1988 年 現存
メイワン 駅ビル 1988 年 現存




は，にぎわい協議会が各商店街に提案する形で 2011 年春にスタートし，1 回目は 26 店舗 28 講座を
集めて開講された。その後，2013 年夏の第 6 回からは商店街有志による自主運営に切り替え，講座











する旭・板屋地区の再開発事業（2.0 ha）も 1993 年に都市計画決定された。
この再開発事業は，80 万都市の駅前再開発事業においてＡマンションを含む 2 棟の高層分譲住宅
を事業主体とした点が注目されたが，とりわけＡマンションの地上 116 m，34 階建て，販売個数 210
戸という物件の規模は，分譲マンションとしては県内最高層，浜松市内最大規模を誇った。施工・販
売を手掛けた不動産デベロッパー，大和ハウス工業の販売資料によれば，Ａマンションの特徴は，そ
の立地や規模に加えて，24 時間有人体制のサービスとセキュリティ，免震構造，24 時間 365 日体制
のゴミステーションや通信ネットワーク環境などの生活利便性などが謳われ，「ホテルライク」なサー





本アンケート調査は，2007 年に JR 浜松駅前に竣功したＡマンションの居住者を対象とし，居住






る。調査票は郵便受けを経由して全 210 世帯に配布し，最終的に 60 世帯から有効回答を得た（回収
率 28.6％）。
（2）世帯属性
本調査の回答者は，性別を無回答とした 2 名を除いて，男性 17 名，女性 41 名である。その年齢構
成は，40 代（17 名），50 代（16 名）が全体の 57％を占める一方，30 代（6 名）から 70 代以上（7 名）
に至る幅広い層から回答が得られた（表 4）。
回答者の世帯人数は 1 名（単独世帯）から 4 名の間であり，全体のほぼ半数を 2 人世帯が占め，平
均世帯人数は 2.25 人であった（表 5）。浜松市の住民基本台帳（2016 年 1 月）によれば，市全体の平
均世帯人数は 2.47 人，中心市街地を含む同市中区のそれは 2.21 人であることから，回答者の平均世
帯人数はＡマンションがある中区のそれとほぼ重なる。一方，回答者の世帯構成を見ると，単独世帯





実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
30 代 1 6％ 5 12％ 6 10％
40 代 4 24％ 13 32％ 17 29％
50 代 5 29％ 11 27％ 16 28％
60 代 4 24％ 8 20％ 12 21％
70 代以上 3 18％ 4 10％ 7 12％
合計 17 100％ 41 100％ 58 100％
出典）筆者らによるアンケート調査
表 5　回答者の同居家族人数とその構成（母数：59）
1 人 2 人 3 人 4 人 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
単独 12 100％ ─ ─ ─ 12 20％
夫婦 ─ 24 83％ ─ ─ 24 41％
夫婦と子 ─ ─ 8 89％ 8 89％ 16 27％
夫婦と親 ─ ─ 1 11％ 0 0％ 1 2％
母子・父子 ─ 3 10％ 0 0％ 0 0％ 3 5％
カップル・他 ─ 2 7％ 0 0％ 1 11％ 3 5％












次に，世帯主の前住地を検討する。Ａマンションは 2007 年 8 月に竣功したため，全回答者が必然
的に 1 回以上の転居を経験している。また，前住地を回答した 59 世帯うち 46 人の世帯主が 2 回以上
の転居を経験していた。表 7 は，世帯主のＡマンションに転居前の前住地を年齢層別に整理したもの
である。まず全体的には，同じ中区内での移動が 30 名（51％），次いで現在の中区を除いた旧浜松市
内からの移動が 11 名（19％）を占める。これに，静岡県内他市町村から移動した 8 名（14％）を加





無回答を除く 3 分の 2 の回答者が周辺地域（旧浜松市内，静岡県内の他市町村）から移動している。
その背景として，加齢とともに公共交通機関の便や生活利便性に優れた中心市街地を志向する傾向が
強まるとの仮説を提示できる。この点は，続く現住地の選択理由における検討課題としたい。
表 8は，転居回数が 2回以上と回答した 46名について，前住地と前前住地とを整理したものである。
この結果，現住地を含む過去 3 カ所の居住地のいずれもが浜松市中区で完結する世帯主は 46 名中 11
名（23.9％），また中区を含む旧浜松市内で完結する世帯主は 20 名（43.5％）であった。一方，過去
3 カ所の居住地のいずれかに首都圏を含む世帯主も 14 名（30.4％）に上り，その数は中区を含む世帯
主に次いで多い。また，過去 3回の世帯主居住地に首都圏を含む回答者の年齢層は，30代 2名（33％），
40 代 3 名（18％），50 代 2 名（12％），60 代 5 名（42％），70 代 2 名（29％）であり，年齢層ごとの





















これに対して，年齢別の選択理由には一定の差が見られた。「公共交通機関の便」では 30 代，50 代，
60 代がそれぞれ最上位に評価している一方，40 代は「建物の耐震構造」，また 70 代以上は「セキュ
リティや管理体制」を，それぞれ最上位に評価している。総じて，若年層や 50 代，60 代は生活上の
利便性を，また子育て世代にあたる 40 代および 70 代以上では，安全面を重視する傾向が見られる。
また，70 歳以上の回答者は「リセールバリュー」を高く評価する傾向が見られた。この評価は，資
表 7　回答者の年齢別前住地（母数：59）
30 代 40 代 50 代 60 代 70 代以上 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
浜松市中区 2 33％ 10 59％ 10 59％ 6 50％ 2 29％ 30 51％
浜松市内の他区 0 0％ 4 24％ 4 24％ 0 0％ 3 43％ 11 19％
静岡県内の他市町村 1 17％ 2 12％ 1 6％ 3 25％ 1 14％ 8 14％
豊橋市・名古屋市 0 0％ 0 0％ 1 6％ 1 8％ 0 0％ 2 3％
首都圏 0 0％ 1 6％ 1 6％ 2 17％ 0 0％ 4 7％
海外 1 17％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 1 2％
無回答 2 33％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 1 14％ 3 5％











実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
浜松市中区 11 46％ 2 22％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 1 100％ 14 30％
旧浜松市内 5 21％ 2 22％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 7 15％
静岡県内の他市町村 2 8％ 1 11％ 1 13％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 4 9％
愛知県・三重県 1 4％ 2 22％ 1 13％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 4 9％
首都圏 4 17％ 2 22％ 5 63％ 0 0％ 2 67％ 0 0％ 13 28％
関西以西 0 0％ 0 0％ 1 13％ 1 100％ 0 0％ 0 0％ 2 4％
海外 1 4％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 1 33％ 0 0％ 2 4％















回答者全体の浜松中心市街地への満足度は，「満足」が 27％，「やや満足」が 31％であった（図 1）。
この結果を年齢別で見ると，「満足」「やや満足」というプラス評価の合計が最も高いのは 30 代と 70
代以上の 83％であり，40 代から 60 代までのグループは年齢層の上昇とともにプラス評価の割合が逓
表 9　タワーマンションの購入理由（複数回答）
性別 （母数：58） 年齢層別 （母数：59） 合計
（母数 60）男性 （17） 女性 （41） 30 代 （6） 40 代 （17） 50 代 （17） 60 代 （12） 70 代以上 （7）
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
鉄道・バスなど公共交
通機関の便が良い
14 82％ 33 80％ 4 67％ 12 71％ 15 88％ 11 92％ 6 86％ 49 82％
買い物などの生活利便
性に優れる
8 47％ 18 44％ 3 50％ 7 41％ 5 29％ 7 58％ 4 57％ 27 45％
通院先など健康管理面
での選択肢が多い
3 18％ 6 15％ 0 0％ 2 12％ 3 18％ 2 17％ 2 29％ 9 15％
本人・家族の通勤・通
学先に近い
5 29％ 8 20％ 0 0％ 6 35％ 5 29％ 2 17％ 0 0％ 13 22％
建物が耐震面で安心で
きる
12 71％ 26 63％ 2 33％ 15 88％ 8 47％ 7 58％ 6 86％ 38 63％
セキュリティや管理体
制が満足できる
12 71％ 27 66％ 1 17％ 13 76％ 11 65％ 7 58％ 7 100％ 40 67％
住まいとしてのステイ
タスが高い
8 47％ 16 39％ 3 50％ 11 65％ 4 24％ 2 17％ 4 57％ 25 42％
売却時のリセールバ
リューが高い
9 53％ 18 44％ 0 0％ 9 53％ 9 53％ 4 33％ 6 86％ 28 47％
眺望が期待できる 8 47％ 13 32％ 1 17％ 8 47％ 7 41％ 3 25％ 3 43％ 23 38％
出典）筆者らによるアンケート調査
60 地方都市における都心居住者の特性と中心市街地への評価（箸本）

















































































場という対照的な用途が含まれていることは注目に値する。表 11 は，この上位 3 施設に生活支援施
設を加えた計 4 施設について，年齢層別での希望状況を集計した結果である。これによれば，「百貨
店・専門店」を志向する居住者は 50 代以下の層に多く，60 代，70 代の居住者はより生活に密着した
「ミニスーパー」への希望が強まる。また「公園・広場」は，30 代と 70 代以上の居住者の希望が多
いが，とりわけ同居子の末子年齢が 15 歳未満の世帯では，7 世帯中 5 世帯が「公園・広場」を希望










スポーツ施設，フィットネス　　　　　　　  11 19％
大規模な書店・ミュージックショップ　　　 10 17％
出張所など行政の出先機関　　　　　　　　　  8 14％
その他  7 12％








答者中 2 名（3％）に過ぎず，42 名（71％）は「まちゼミ」そのものを認知していなかった。また，「知っ
ているが参加したことはない」と回答した 15 名に不参加の理由を尋ねた結果，「参加したい講座がな






30 代 （6） 40 代 （17） 50 代 （17） 60 代 （12） 70 代以上 （6） 合計（58）
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
買回り品に特化した百貨
店・専門店　　　　
3 50％ 10 59％ 8 47％ 4 33％ 2 33％ 28 48％
ミニスーパーなど生活必
需品が揃う店
2 33％ 6 35％ 5 29％ 7 58％ 3 50％ 24 41％
公園・広場 4 67％ 5 29％ 5 29％ 3 25％ 3 50％ 20 34％
医療，育児支援，高齢者
ケアなど生活支援施設







30 代 0  0  6  6
40 代 1  7  9 17
50 代 1  5 11 17
60 代 0  3  9 12
70 代以上 0  0  7  7

















































（ 1 ） 武者忠彦・菊池慶之・久木元美琴・駒木伸比古・佐藤正志ならびに筆者の 6 名が，2014 年 6 月に郵送留置
方式によるアンケート調査を実施した。なお本調査は，科学研究費（基盤（B），課題番号 25284170）の一
環として実施した。
（ 2 ） 世帯の成長にともなう居住面積の確保や持家志向などを通じた「間借り→賃貸集合住宅→持家戸建」という
住宅遍歴（川口，1997）。
（ 3 ） 2016 年 1 月 1 日現在の住民基本台帳人口に基づく。
（ 4 ） 浜松市商工部の区分（都市未来創造会議，2010）に基づく。
（ 5 ） 浜松市東地区の土地区画整理事業については，忠内・西原（2010）に詳述されている。
（ 6 ） 経済産業省「商業統計」各年次の 4 次メッシュ（500 m 四方）データを用いて，中心市街地に該当する町丁
の面積による案分を行い，商店数等を推計している（都市未来創造会議，2010）。
（ 7 ） 浜松市商工部商業政策課が 2009 年に浜松市中心市街地の商業テナント（小売業，飲食業，サービス業の計
138 店舗）を対象とした調査によれば，全体の 54％，小売業（58 店舗）の 69％が，松菱の経営破綻や大型
店の開業は売上に「影響がある」と回答している（都市未来創造会議，2010）。
（ 8 ） 浜松まちなかにぎわい協議会における聞き取りによる。
（ 9 ） その後，資金調達の必要上から法人化に踏み切っている。






（13） 一方，同居子の末子年齢が 15 歳以上の世帯で，「公園・広場」を希望する世帯は 7 世帯中 2 世帯に留まって
いる。
（14） 静岡新聞 2015 年 10 月 10 日付記事による。
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